
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2021年２月12日

【四半期会計期間】 第13期第３四半期（自　2020年10月１日　至　2020年12月31日）

【会社名】 株式会社川金ホールディングス

【英訳名】 Kawakin Holdings Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　鈴木　信吉

【本店の所在の場所】 埼玉県川口市川口二丁目２番７号

【電話番号】 ０４８－２５９－１１１１

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理部長　　青木　満

【最寄りの連絡場所】 埼玉県川口市川口二丁目２番７号

【電話番号】 ０４８－２５９－１１１１

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理部長　　青木　満

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社川金ホールディングス(E21200)

四半期報告書

 1/21



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第３四半期連結
累計期間

第13期
第３四半期連結
累計期間

第12期

会計期間

自2019年
　４月１日
至2019年
　12月31日

自2020年
　４月１日
至2020年
　12月31日

自2019年
　４月１日
至2020年
　３月31日

売上高 （千円） 28,579,563 25,690,560 39,435,762

経常利益 （千円） 1,489,722 1,502,579 1,914,682

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 874,949 902,058 816,734

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,012,865 1,322,873 868,228

純資産額 （千円） 18,476,327 19,659,093 18,331,690

総資産額 （千円） 39,623,880 38,581,558 38,842,925

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 44.51 45.82 41.55

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） - - -

自己資本比率 （％） 41.6 45.8 42.1

 

回次
第12期

第３四半期連結会計期間
第13期

第３四半期連結会計期間

会計期間
自2019年　10月１日
至2019年　12月31日

自2020年　10月１日
至2020年　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 25.88 14.89

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、「株式交付信託」を導入しております。１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上、信託が保有

する当社株式は、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　ただし、株式交付信託は公開買付に伴いすべての保有株式を売却したため、当四半期連結累計期間末におい

て当社株式を保有しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更はありません。

　株式会社SSホールディングスは公開買付けにおいて、当社株式の14,491,710株（議決権所有割合73.14％）を取得

したため、株式会社SSホールディングスは2020年11月25日付で当社の親会社に該当することとなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書の提出日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、一度目の緊急事態宣言解除以降、生産、輸出に戻りが見え始

めましたが、年末にかけて欧米や日本でも新型コロナウイルス感染拡大の傾向が顕著となり、依然として不透明な状

況が続いています。

　こうした状況下当社グループの第３四半期連結業績は、売上高25,690百万円（対前年同期比10.1％減）、経常利益

1,502百万円（対前年同期比0.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益902百万円（前年同期比3.1％増）となり

ました。

セグメントの状況

「素形材事業」

　工作機械関連向けや船舶向けなどの需要は弱く、異形鋼、鋳造品共に受注は低調に推移しました。自動車部品関連

向けの受注は少しずつ回復し、当事業の売上高は9,437百万円（対前年同期比6.7％減）となりました。

「土木建築機材事業」

　橋梁関連は、大型案件の受注残が売上計上となり、維持補修向けの引き合いも増加しました。建築関連も堅調に推

移しました。これらの結果、当事業の売上高は12,778百万円（対前年同期比2.3％減）となりました。

「産業機械事業」

　建設機械向け油圧シリンダー、ゴム用射出成形機共に受注が回復せず、生産高も上がりませんでした。新規顧客か

らの引き合いも増えず、当事業の売上高は3,109百万円（対前年同期比38.0％減）となりました。

「不動産賃貸事業」

　当事業の売上高は365百万円（対前年同期比0.3％減）となりました。

 

②財政状態

　資産について、現金及び預金・有形固定資産・投資有価証券等が増加しましたが、受取手形及び売掛金・電子記録

債権等が減少したため、前連結会計年度末と比較し資産が減少しました。

　負債について、長期借入金（1年以内返済予定の長期借入金を含む）が増加しましたが、支払手形及び買掛金・短

期借入金等が減少したため、前連結会計年度末と比較し負債が減少しました。

　純資産について、利益剰余金・その他有価証券評価差額金等が増加したため、前連結会計年度末と比較し純資産が

増加しました。

 

（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りの仮定の記載について重要な変更はありません。
 
（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。また、前連結会計年度より新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について重要な

変更はありません。
 

（４）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当第３四半期連結累計期間においては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

について重要な変更はありません。
 

（５）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。
 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

※発行可能株式総数は、株式併合後、16株に変更する予定です。

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数

（株）
（2020年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2021年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,000,000 20,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 20,000,000 20,000,000 － －

※当社は株式併合を2021年２月19日に予定しております。詳細につきましては、第４ 経理の状況　１ 四半期連結財務諸

表の（重要な後発事象）をご参照ください。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2020年10月１日

～2020年12月31日
- 20,000,000    - 500,000    - 125,000

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日に基準日を設定していないため、直前の基準日（2020年９月30日）に基づく株主
名簿により記載をしております。
 

①【発行済株式】

    2020年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 187,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,805,500 198,055 －

単元未満株式 普通株式 7,400 －
一単元(100株)未満

の株式数

発行済株式総数  20,000,000 － －

総株主の議決権  － 198,055 －

　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式交付信託の信託財産として信託が保有する当社株式154,600株

（議決権1,546個）が含まれております。なお、当該株式に係る議決権は議決不行使となります。

　ただし、株式交付信託は公開買付に伴いすべての保有株式を売却したため、当四半期連結会計期間末において当社株

式を保有しておりません。

　また、当社は保有する自己株式すべてを2021年２月18日に消却する予定です。

 

※当社は株式併合を2021年２月19日に予定しております。詳細につきましては、第４ 経理の状況　１ 四半期連結財務

諸表の（重要な後発事象）をご参照ください。

 

②【自己株式等】

    2020年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社川金ホール

ディングス

埼玉県川口市川口

２-２-７
187,100 - 187,100 0.93

計 － 187,100 - 187,100 0.93

　株式交付信託の信託財産として株式会社日本カストディ信託銀行（信託口）が保有する株式154,600株については、上

記の自己株式等に含まれておりません。

　ただし、株式交付信託は公開買付に伴いすべての保有株式を売却したため、当四半期連結会計期間末において当社株

式を保有しておりません。

　また、当社は保有する自己株式すべてを2021年２月18日に消却する予定です。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,812,850 7,150,931

受取手形及び売掛金 7,585,248 ※２ 6,611,427

電子記録債権 2,589,607 ※２ 2,098,631

たな卸資産 5,869,259 5,800,395

その他 831,924 840,050

貸倒引当金 △45,311 △38,766

流動資産合計 23,643,578 22,462,670

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,338,850 3,806,817

土地 4,202,488 4,202,488

その他（純額） 4,053,730 4,189,238

有形固定資産合計 11,595,070 12,198,544

無形固定資産   

その他 272,054 260,923

無形固定資産合計 272,054 260,923

投資その他の資産   

投資有価証券 2,418,806 2,985,069

退職給付に係る資産 38,657 112,717

その他 894,562 581,276

貸倒引当金 △19,803 △19,644

投資その他の資産合計 3,332,222 3,659,419

固定資産合計 15,199,347 16,118,887

資産合計 38,842,925 38,581,558
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,878,163 ※２ 4,985,031

短期借入金 3,176,200 -

1年内返済予定の長期借入金 3,034,864 1,000,000

リース債務 322,827 389,601

未払法人税等 204,467 161,686

製品保証引当金 7,845 5,752

賞与引当金 391,745 176,332

製品補償引当金 1,177,936 766,198

その他 1,300,128 1,352,164

流動負債合計 15,494,179 8,836,768

固定負債   

長期借入金 2,846,868 8,048,189

リース債務 838,202 660,158

役員退職慰労引当金 240,882 261,873

役員株式給付引当金 16,060 -

退職給付に係る負債 260,528 226,102

その他 814,512 889,372

固定負債合計 5,017,054 10,085,696

負債合計 20,511,234 18,922,464

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 689,600 689,600

利益剰余金 13,424,381 14,252,141

自己株式 △119,247 △40,419

株主資本合計 14,494,733 15,401,321

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 802,463 1,165,953

為替換算調整勘定 1,067,186 1,106,749

その他の包括利益累計額合計 1,869,649 2,272,702

非支配株主持分 1,967,307 1,985,069

純資産合計 18,331,690 19,659,093

負債純資産合計 38,842,925 38,581,558
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

売上高 28,579,563 25,690,560

売上原価 22,930,663 20,471,055

売上総利益 5,648,900 5,219,504

販売費及び一般管理費 4,057,527 3,821,974

営業利益 1,591,372 1,397,530

営業外収益   

受取配当金 66,196 63,646

助成金収入 - 123,561

その他 81,676 54,494

営業外収益合計 147,872 241,702

営業外費用   

支払利息 89,548 71,046

為替差損 132,988 19,087

その他 26,984 46,518

営業外費用合計 249,522 136,653

経常利益 1,489,722 1,502,579

特別利益   

固定資産売却益 27,514 1,499

関係会社清算益 - 92,803

特別利益合計 27,514 94,303

特別損失   

固定資産処分損 4,274 8,315

役員株式給付制度終了損 - 18,861

その他 1,240 103

特別損失合計 5,514 27,279

税金等調整前四半期純利益 1,511,722 1,569,603

法人税、住民税及び事業税 275,653 385,898

法人税等調整額 305,357 254,327

法人税等合計 581,010 640,226

四半期純利益 930,711 929,377

非支配株主に帰属する四半期純利益 55,761 27,319

親会社株主に帰属する四半期純利益 874,949 902,058
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

四半期純利益 930,711 929,377

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 68,456 369,358

為替換算調整勘定 13,697 24,137

その他の包括利益合計 82,154 393,495

四半期包括利益 1,012,865 1,322,873

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 964,568 1,305,110

非支配株主に係る四半期包括利益 48,297 17,762
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【注記事項】

（追加情報）

（１）新型コロナウイルス感染症の影響について

　当第３四半期連結会計期間におきましては、前連結会計年度より新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定

について重要な変更は行っておりません。

　なお、新型コロナウイルス感染症の拡大又は収束等の状況により、翌四半期連結会計期間以降の当社グループの

連結業績に影響が生じる可能性があります。

 

（２）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱いの適用

　当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設さ

れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目に

ついては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報

告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前

の税法の規定に基づいております。

 

（３）株式交付信託に関わる自己株式

 ① 概要

　当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、当社が各取締役（取締役には執行役員を

含み、社外取締役及び非常勤取締役を除く。）に付与するポイントの数の当社株式が信託を通じて各取締役に対

して交付される株式報酬制度であります。

 ② 自己株式の帳簿価額及び株式数

　株式交付信託の信託財産として保有する当社株式は自己株式として会計処理しております。

自己株式の内容
前連結会計年度

（2020年３月31日）

当第3四半期連結会計期間

（2020年12月31日）

帳 簿 価 額 78,846千円 -千円

株 式 数 154,600株 -株

　株式交付信託は公開買付によりすべての保有株式を売却しているため、当第３四半期連結会計期間末において

当社株式を保有しておりません。

　株式交付信託の終了に伴い、当第３四半期連結会計期間に役員株式給付制度終了損18,861千円を計上しており

ます。

 

（４）自己株式の消却について

　当社は、2020年12月14日付の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議

いたしました。

① 消却する株式の種類　　普通株式

② 消却する株式の数　　187,203株

③ 消却予定日　　2021年２月18日
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2020年12月31日）

受取手形割引高 728,800千円 -千円

受取手形裏書譲渡高 356,397 156,188

電子記録債権割引高 748,371 100,200

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形（電子記録債権・債務を含む）

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2020年12月31日）

受取手形 -千円 39,155千円

支払手形 - 110,704

電子記録債権 - 147,491

電子記録債務 - 549,580

 

３　偶発債務

不適合品に係る対策費用について

　2018年10月16日に免震・制振用オイルダンパーの不適切行為があったとの他社からの発表をうけ、免震・制振用

オイルダンパーを製造販売している当社子会社 光陽精機株式会社において、同種事案の有無につき社内調査を開始

いたしましたところ、出荷していた免震・制振用オイルダンパーの一部について、性能検査記録データの書き換え

行為により、顧客の基準値を外れた製品（以下、「不適合品」といいます。）を出荷していた事実が判明いたしま

した。

　本件につきましては即座に国土交通省に報告を行うとともに、2018年10月23日に公表いたしました。当社の基本

方針としては、顧客の意向を踏まえ、誠意をもって迅速に対応を行うこととしております。所有者様のご不安・ご

心配を払拭するために迅速・誠実に対応することを当社経営の最優先事項とし、具体的な対応方針等については、

国土交通省及び関係行政機関のご指導の下、建設会社様、設計事務所様にご報告・ご協議させていただいたうえ

で、構造物の安全性の検証を行い、所有者様、建設会社様及び設計事務所様をはじめとする関係者の皆様に丁寧に

ご説明し、対応してまいりますとともに、ご意向を踏まえて交換等の適切な処置を行う所存でございます。

　当該事象により、金額を合理的に見積もることができる不適合品の対策費用等については、製品補償引当金を計

上しております。

　なお、翌四半期連結会計期間以降の進行状況等によっては、追加で製品補償引当金を計上すること等により、当

社グループの連結業績に影響が生じる可能性があります。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 

2020年４月１日 至 2020年12月31日）

季節的変動

　当社グループの土木建築機材事業は公共工事の依存割合が高いため、第４四半期連結会計期間に売上高が集中し

ております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

減価償却費 756,977千円 780,615千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

2019年６月27日定時株主総会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　74,298千円

　②１株当たり配当額　　 　　　 3.75円

　③基準日　         2019年３月31日

　④効力発生日　　　 2019年６月28日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金

※2019年６月27日定時株主総会の決議による配当金総額のうち579千円は株式交付信託が保有する当社株式

に係る配当金額であります。

 

　2019年11月８日開催の取締役会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　 74,298千円

　②１株当たり配当額　　 　　  3.75円

　③基準日　          2019年9月30日

　④効力発生日　　　　 2019年12月９日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金

※2019年11月８日開催の取締役会決議による配当金総額のうち579千円は株式交付信託が保有する当社株式

に係る配当金額であります。

 

基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　著しい変動はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

　2020年６月26日定時株主総会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　  74,298千円

　②１株当たり配当額　　 　　　   3.75円

　③基準日　          2020年３月31日

　④効力発生日　　　　 2020年６月29日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金

※2020年６月26日定時株主総会の決議による配当金総額のうち579千円は株式交付信託が保有する当社株式

に係る配当金額であります。

 

基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　著しい変動はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社川金ホールディングス(E21200)

四半期報告書

14/21



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損

益計算書計上

額（注２） 素形材 土木建築機材 産業機械 不動産賃貸 計

売上高        

外部顧客への売上高 10,116,848 13,083,245 5,013,010 366,458 28,579,563 - 28,579,563

セグメント間の
内部売上高又は振替高

556,609 - 210,791 59,105 826,506 △826,506 -

計 10,673,458 13,083,245 5,223,801 425,564 29,406,069 △826,506 28,579,563

セグメント利益 473,120 1,019,739 277,937 280,676 2,051,474 △460,101 1,591,372

注１．セグメント利益の調整額の金額は、全社費用△520,464千円、セグメント間取引消去等60,363千円であります。なお、全社費
用は報告セグメントに帰属しない管理費用であります。

　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損

益計算書計上

額（注２） 素形材 土木建築機材 産業機械 不動産賃貸 計

売上高        

外部顧客への売上高 9,437,267 12,778,268 3,109,563 365,461 25,690,560 - 25,690,560

セグメント間の
内部売上高又は振替高

290,452 180 287,004 59,105 636,742 △636,742 -

計 9,727,719 12,778,448 3,396,567 424,566 26,327,303 △636,742 25,690,560

セグメント利益
又は損失（△）

414,281 1,346,123 △151,340 281,932 1,890,995 △493,465 1,397,530

注１．セグメント利益又は損失（△）の調整額の金額は、全社費用△565,915千円、セグメント間取引消去等72,450千円でありま
す。なお、全社費用は報告セグメントに帰属しない管理費用であります。

　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 44円51銭 45円82銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
874,949 902,058

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
874,949 902,058

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,658 19,689

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、「株式交付信託」を導入しております。１株当たり四半期純利益金額の算定上、信託が保有する当社

株式は、期中平均株式数の計算において控除する自己株式の期中平均株式数に含めております。

　ただし、「株式交付信託」は公開買付に伴いすべての保有株式を売却したため、当第３四半期連結会計期間

末において当社株式を保有しておりません。
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（重要な後発事象）

１.株式併合

　当社は、2020年９月30日開催の取締役会において、株式会社SSホールディングス（以下、「SSホールディングス」と

いいます。）による当社株式に対する公開買付（以下、「本公開買付け」といいます。）について賛同の意見を表明す

るとともに、当社の株主の皆様に対して本公開買付けに応募することを推奨する旨を決議いたしました。本公開買付け

の結果、SSホールディングスは、2020年11月25日（決済日）に当社株式14,491,710株（保有割合73.14％）を保有する

に至っております。

当該公開買付けの結果を踏まえ、SSホールディングスからの要請を受けたことから、当社は、2020年12月14日開催

の取締役会において、臨時株主総会にて株式併合及び定款の一部変更に係る議案を付議することを決議しました。

株式併合及び定款の一部変更に係る議案は、2021年１月26日開催の臨時株主総会にて承認可決されました。

臨時株主総会において承認可決された株式併合に係る決議の概要は、以下のとおりであります。

（株式併合）

①併合する株式の種類　普通株式

②併合比率　当社株式について、4,830,570株を１株に併合いたします。

③減少する発行済株式総数　19,812,793株

④効力発生前における発行済株式総数　19,812,797株

⑤効力発生後における発行済株式総数　4株

⑥効力発生日における発行可能株式総数　16株

⑦１株未満の端数が生じる場合の処理の方法及び当該処理により株主に交付されることが見込まれる金銭の額

本株式併合の結果生じる１株未満の端数については、その合計数（合計数に１株に満たない端数がある場合に

あっては、当該端数は切捨てられます。）に相当する数の株式を売却し、その端数に応じて、その売却により得ら

れた代金を株主の皆様に交付します。

当該売却について、当社は、会社法第235条第２項の準用する同法第234条第２項の規定に基づき、裁判所の許

可を得て、当該端数の合計数に相当する当社株式をSSホールディングスに売却すること、又は会社法第235条第２

項の準用する同法第234条第４項の規定に基づき、裁判所の許可を得て、当該端数の合計数に相当する当社株式を

当社が買い取ることを予定しています。

この場合の売却額は、上記裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、株主の皆様が所有する当社株式の数

に本公開買付価格と同額である388円を乗じた金額に相当する金銭が交付されるような価格に設定することを予定

しております。

⑧株式併合の効力発生の予定日

2021年２月19日

 

　なお、当社株式は東京証券取引所市場の上場廃止基準に該当することとなり、2021年２月17日に上場廃止となる予定

です。
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２．単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更

　2021年１月26日開催の臨時株主総会において承認可決された定款の一部変更に係る決議の概要は、以下のとおりであ

ります。

下線部は定款の変更部分を示します。

変更前定款 変更後定款

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、８千万株とする。

 

（条文省略）

 

（単元株式数）

第８条 当会社の単元株式数は、100株とする。

 

（単元未満株式についての権利）

第９条 当会社の株主は、その有する単元未満株式につい

て、次に掲げる権利以外の権利を行使することが

できない。

① 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

② 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

③ 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当てお

よび募集新株予約権の割当を受ける権利

 

第10条～第12条 （条文省略）

（定時株主総会の基準日）

第13条 当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年

３月31日とする。

 

 

 

 

 

第14条～第35条 （条文省略）

 

（発行可能株式総数）

 第６条 当会社の発行可能株式総数は、16株とする。

 

（現行どおり）

 

（削除）

 

 

（削除）

 

 

 

 

 

 

 

 

第８条～第10条 （現行どおり）

（基準日）

第11条 当会社は、必要がある場合は、取締役会の決議に

よって、あらかじめ公告して、一定の日の最終の

株主名簿に記載または記録された株主または登録

株式質権者をもって、その権利を行使することが

できる株主または登録株式質権者とすることがで

きる。

 

第12条～第33条 （現行どおり）

 

※定款変更は2021年２月19日を予定しております。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年２月12日

株式会社川金ホールディングス

取締役会　御中

 

東陽監査法人

東京事務所
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中野　敦夫　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三浦　貴司　　印

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社川金

ホールディングスの2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2020年10月

１日から2020年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社川金ホールディングス及び連結子会社の2020年12月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎

となる証拠を入手したと判断している。
 

強調事項

１．注記事項（四半期連結貸借対照表関係）３ 偶発債務に記載されているとおり、グループ会社で判明した不適切行

為について、当該事象により、金額を合理的に見積ることができる対策費用等については製品補償引当金を計上

している。

今後の進行状況等によっては、追加で製品補償引当金を計上すること等により、会社の業績に影響が生じる可

能性があるが、現時点ではその影響額を合理的に見積ることが困難なため、四半期連結財務諸表には反映してい

ない。

２．注記事項（重要な後発事象)に記載されているとおり、会社は2020年12月14日開催の取締役会において、2021年1

月26日開催予定の臨時株主総会にて株式併合、単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更について付議するこ

とを決議した。同株主総会にて承認可決された結果、会社の発行する株式は東京証券取引所市場の上場廃止基準

に該当することとなり、上場廃止となる予定である。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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